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 近年，交通事故・渋滞の削減を期待して自動車の自動運転技術の開発が進められている．しかし，自

動運転技術を搭載した車両が一般車両と混在した際に，交通の安全性・円滑性にどのような影響が生じ

るのかという，道路・交通管理上の課題は十分検討されていない．本稿では，自動運転技術の根幹をな

すACC (Adaptive Cruise Control)に着目して，ドライビング・シミュレータを用いた室内走行実験により，

ACC を搭載した車両の混在が交通流の安全性・円滑性に与える影響を調査した．その結果，ACC を搭

載した車両の混在比率の上昇により交通流率が改善する事例や追突事故リスクが低減する事例を確認

した．また，追突事故リスク増加の要因であるドライバーの反応遅れは，ACC 車両の混在による影響を

受けない可能性が示唆された． 
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１． はじめに 
 近年，交通事故の削減や渋滞の緩和を期待して，自動

車の自動運転技術の開発が進められている．政府 1), 2)は，

2020 年に高速道路での自動運転を実現することを目標

に，2017年には公道での大規模な実証実験を行うことを

発表している．また，2016年 8月には，同一車線での自

動運転が可能な乗用車が発売されており 3)，自動運転技

術の社会実装は現実のものとなりつつある． 
しかし，社会実装に向けた課題は山積しており，政府

が 2016 年 5月に発表した『官民 ITS構想・ロードマップ

2016』4)では，表 1のように課題が整理されている． 
 

表 1 自動運転技術の実用化に向けた課題 

制度面 

システムへの過信により安全性が低下しないよ

うなHMI（Human Machine Interface）設計に関す

るガイドラインの検討 

技術・ 

インフラ面 
ダイナミックマップの普及に向けた体制の整備 

社会受容面 
自動運転技術を搭載した車両が消費者や周辺ド

ライバーに受け入れられるための課題の明確化 

 
これらの課題のうち，HMIやダイナミックマップに関

しては，内閣府が同年 10月に発表した『自動走行システ

ム研究開発計画』5)においても，重点化を図るべき課題

として位置付けられており，官民を挙げた開発が進めら

れている．これに対し，社会受容面に関しては，受容性

醸成に向けた一般市民に対する広報については言及され

ているものの，周辺ドライバーへの影響についての言及

は見られない．ここで，警察庁が同年 5月に発表した『自

動走行システムに関する公道実証実験のためのガイドラ

イン』6)では，自動運転技術が交通の安全性・円滑性の

確保に支障を及ぼす可能性を指摘している．これらの状

況を踏まえると，公道での実証実験が計画されている現

在，自動運転技術による交通流やドライバーへの影響を

把握することは，道路交通の安全性・円滑性を担保する

うえで極めて重要である． 
そこで，本稿では，自動運転技術の根幹をなし，近年

普及が進むACC（Adaptive Cruise Control）に着目し，ACC
の普及レベルに応じた交通流やドライバーへの影響を調

査する． 
既に ACC による交通流への影響を調査した研究は多

数報告されている．例として，ACC による渋滞緩和効果

をそれぞれサグ部や合流部で検討した鈴木ら 7)や，

Kesting et al.8)の研究が挙げられる．しかし，これらの研

1 正会員，博士（工学），大阪大学大学院工学研究科 
〒565-0871 大阪府吹田市山田丘 2-1  e-mail: iida@civil.eng.osaka-u.ac.jp  Phone: 06-6879-7611 

2 正会員，修士（工学），日本工営株式会社 
3 正会員，博士（工学），近畿大学理工学部 
4 非会員，近畿大学理工学部 
5 正会員，博士（工学），西日本高速道路エンジニアリング関西株式会社 
6 正会員，TOE，西日本高速道路エンジニアリング関西株式会社 
7 非会員，博士（人間科学），大阪大学大学院人間科学研究科 
 

No.11 第37回交通工学研究発表会論文集（研究論文）�
 （受理日：2017年5月8日）

- 67 -



究では，交通流シミュレーションを基に検討を行ってい

るため，ドライバーの異質性は考慮されていない．そこ

で，これを反映でき，かつACC を搭載した車両（以下，

ACC 車両）の混在比率が統制可能なドライビング・シミ

ュレータ（以下，DS）を用いた調査が有効となる． 
また，DS を用いた既往研究には，ACC 使用時に急カ

ーブや霧への対応が遅れることを指摘したVollrath et al.9)

の研究など，ACC 使用時のドライバーの挙動に着目した

ものが多い．しかし，交通流への影響を把握するために

は，ACC 車両が混在した交通流中を走行する周辺ドライ

バー，特に，ACC 車両に追従するドライバーに対しても，

その挙動を明らかにする必要があると考えられる．しか

し，そのような研究は見当たらず，まして，ACC 車両の

混在比率と関連付けた研究は存在しない． 
以上を踏まえ，本稿では，DS での室内走行実験によ

って，ACC 車両の混在が交通流に与える影響を安全性・

円滑性の観点から調査した． 
 

２． 室内走行実験 
2.1 実験概要 
 実験の概要を表 2に示す．なお，データが取得できた

32名の平均年齢は 22.0歳であった．また，被験者の運転

頻度および高速道路の利用頻度を表 3に示す． 
 

表 2 実験の概要 
日時 2016年 6～8月内の平日19日間 

場所 大阪大学大学院工学研究科 

被
験
者 

運転免許を保有する学生33名（男性31名，女性2名．

うち1名（男性）がシミュレータ酔いにより実験を中

止したため，データが取得できた被験者は32名） 

 

表 3 運転頻度別の被験者数 [人] 

 
高速道路利用頻度 

年1回未満 年1回以上 

自動車 

運転頻度 

月1回未満 14 6 

月1回以上 4 8 

 

2.2 実験手法 
被験者の運転特性の違いを考慮した交通流を作成す

るために，DS を用いて，大口・飯田 10)が開発した追従

積重ね実験を実施した．追従積重ね実験とは，ある被験

者が走行する際に，その被験者より前の被験者の走行記

録に基づく車両が前方に描画され，被験者はそれらに追

従して走行する実験である．この試行を積み重ねること

で，様々なドライバーが同時に同一の道路空間上を走行

する交通流の作成が可能となる． 

2.3 車両の再現方法 
 被験者には，ACC 車両と，ACC を搭載していないマ

ニュアル操作（Manual Driving）が必要な車両（以下，

MD 車両）の 2種類の車両で模擬走行してもらった． 
(1)ACC車両の再現方法 
 ACC 車両の加速度は，以下に示す制御ロジックに基づ

いて自動調整されるアクセル・ブレーキ開度によって決

定されることとした． 
 前方車両が監視距離（本実験では 120mに設定）以

内に存在しない，または前方車両の速度が目標速度

よりも速い場合，設定した目標速度となるよう，ア

クセル・ブレーキ開度を自動調整（Cruisingモード）． 
 前方車両の速度が目標速度より遅い場合，目標車間

距離で追従するよう，アクセル・ブレーキ開度を自

動調整（Followingモード）． 
ここで，目標速度は 80～120km/h 間で 10km/h 刻みで

選択可能とし，慣熟走行（2.6 節）の後，被験者に選択

してもらった．そして，目標車間距離は，0km/h：5m，

100km/h：45m として，速度から直線補完することで計

算することとした． 
また，現時点で ACC はドライバーの操作を支援する

システムと位置付けられていることから，ドライバーが

アクセル・ブレーキを一定量以上踏み込んでいる間は，

ACC よりもドライバーの操作が優先（オーバーライド）

されることとした． 
(2)衝突被害軽減ブレーキ 
 車両には，ACC の有無によらず，衝突被害軽減ブレー

キ（Collision Mitigation Brake System，以下，CMBS）を

搭載した．CMBSは，ACC とは別の安全運転支援システ

ムの 1つであるが，現在市販されている車両に広く標準

搭載されているため，本実験で再現する車両にもこの機

能を搭載した． 
CMBS は一般にTTC11)（Time To Collision）を評価指標

として制御されていることから 12)，本実験もこれに準拠

した．具体的には，TTCが 4秒未満になると前方に黄色

で「BRAKE!」と警告が表示され（図 1 左），TTC が 2
秒未満になると前方に赤色で「BRAKE!」と警告が表示

されるとともに（図 1右），開度 100%でブレーキが作動

する．なお，分析対象とする交通流（3 章）において，

CMBS によるブレーキが作動したケースは無かった． 
 

 
図 1 CMBSによる「BRAKE!」の表示 
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(3)ACC・CMBSの制御パラメータの決定 
 本実験では，実車（BMW 420i DBA-3N20（平成 26年
型），MAZDA ATENZA LDA-GJ2FW（平成 26年型））と

操作時の感覚が類似することを確認しながら，前述の監

視距離等の制御パラメータの値を試行錯誤的に決定した． 
 
2.4 道路モデルと分析対象区間 
 使用した道路モデル（図 2）は，既往研究 13)等で走行

結果の現況再現性が確認された複数の区間（中央自動車

道（拡幅前）と山陽自動車道，高松自動車道）を，道路

構造令・高速道路設計要領に準拠して設計した調整区間

で結合することで作成したものである．このうち，表 4
に示す，線形要素の異なる 3区間（図 2赤線部）を分析

対象とした．なお，いずれの区間も片側 2車線である． 
 

表 4 分析対象区間 
区間名 区間（kp） 線形要素 設計速度の目安 

中央道区間 1.0～ 3.0kp サグ 100km/h 

山陽道区間 5.0～ 7.0kp 上り勾配 120km/h 

高松道区間 8.5～10.0kp 急カーブ 80km/h 

 

2.5 交通流の作成 
(1)混在比率パターン 
 本実験では，ACC 車両の混在比率が 10%および 50%
の交通流を 2パターンずつ作成した．10%という値は，

2014年でのACC の普及率が 8.4%14)とされていることを

踏まえて設定した．また，混在比率 50%の交通流から，

ACC がさらに普及したときの影響が把握できる．これら

に加えて，混在比率 0%，つまりACC 車両が存在しない

交通流を 1パターン作成した．作成した交通流のパター

ン（以下，混在比率パターン）を表 5に示す． 
 

表 5 混在比率パターン 
混在比率 0% 10% 50% 

パターン名 0A 10A 10B 50A 50B 

 
(2)走行開始時の条件 
走行開始時の車線（走行/ 追越車線）は被験者間条件

とし，走行開始時の速度は，走行開始時点における 1人
前の被験者の速度とした．そして，密な交通流と作成な

るよう，走行開始時の前方車両との車頭時間は 2秒とし

た．この値は，NEXCO 西日本関西支社管轄の高速道路

における交通集中渋滞の多発地点での臨界流を参照して

決定した． 
(3)先頭車群 
 被験者が交通流の先頭付近を走行する場合，前方に車

両が存在しなければ，運転への違和感や速度調整への困

惑を覚えると想定される．そこで，先頭車両を含む 6台
（走行/ 追越車線 3台ずつ）の車両軌跡は，予め筆者らが

前述の交通流を意識して走行し，作成した（先頭車群）．

つまり，1人目の被験者の車両は 7台目となる．これに

より，初期条件を統一したうえで，被験者は違和感なく

密な交通流下で模擬走行をすることが可能となる． 
 
2.6 実験の手順 
 はじめに，被験者は実験に係る注意事項や個人情報の

取扱いについて説明を受け，同意書に記名押印する．そ

の後，DSの操作方法や走行するコース，ACC やCMBS
について説明を受ける． 
次に，DS の操作やACC に慣れるための慣熟走行を行

う．走行に慣れたことを確認した後，データ取得のため

の本走行を行う．このとき，被験者は，以下の条件を順

守して走行するよう教示を受ける． 
 

 
図 2 道路線形図 
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 前方車両の姿が見えなくなることがないよう，周囲

の車両の流れに沿って走行する． 
 走行速度や車線変更は普段通りで構わないが，側壁

や周辺車両等に接触してはいけない． 
これらの条件に合致しない場合，再度走行させた．な

お，順序効果が生じないよう，走行する混在比率パター

ンの順はランダムとした． 
本走行を混在比率パターン別に全被験者に対して積

み重ねることで，先頭車群を含め計 38台からなる交通流

を作成した．また，速度や走行位置など，被験者の走行

記録は 1/66秒毎に記録される． 
 

３． 混在交通の円滑性評価 
本章以降，実験で作成した交通流に関する分析結果を

述べる．ここで，車両は走行/ 追越車線いずれにも存在

するが，本稿ではそのうち走行車線の交通流を分析対象

とする．これは，自動車の運転頻度や高速道路の利用頻

度が低い者（表 3）を中心に，走行車線での走行を選好

した被験者が存在した結果，走行車線の方が，2.5(2)項
で意図した密な交通流になっているためである． 
はじめに，分析対象区間別に各混在比率パターンの交

通流率を比較する．そのうえで，速度コンター図（3.1
節で詳述）から車両軌跡を確認し，ACC 車両が交通流の

円滑性に与える影響を精査する． 
 
3.1 中央道区間 
はじめに，中央道区間とその前後における交通流率の

推移図を図 3 に示す．サグ部の上り勾配区間である 2.0
～3.0kp において，パターン 10A の交通流率が大きく低

下している．一方，パターン 50A と 50B では，2.0kp で

は 10Aと同程度の交通流率であり，その後低下している

が，10Aほど顕著には低下していない． 
 

 
図 3 中央道区間における交通流率の推移 

 
そこで，速度コンター図を参照し，車両軌跡から上記

の現象の発生状況を確認する． 
ここで，速度コンター図とは，縦軸を走行位置（kp），

横軸を実験開始からの経過時刻として，先頭車群（2.5(3)
項）を含む各車両の軌跡を描画したTime-Space 図に，各

車両の地点速度から算出される等速度線を重畳した図で

ある．車両軌跡の線が途切れている場合は，その地点で

車両が車線変更をしたことを表す．また，ACC 車両の軌

跡を太線で示し，必要に応じて被験者の ID を赤色の数

字で示してある． 
パターン10Aと50Aの速度コンター図を縦断線形図と

合わせて図 4 に示す．この図から，10A の ID19（MD
車両）は 2.0kp（サグ底部）付近から減速を始め，2.1kp
付近では 70km/h 近くまで減速していることが読み取れ

る．一般に，サグ部の上り勾配区間では，勾配変化への

反応が遅れて速度低下が生じることが知られており 15)，

ID19 より前方の車両も 2.0kp 以降で 80km/h まで減速し

ている．したがって，ID19は前方車両との車間距離を維

持しようとした結果，70km/h まで減速したと考えられる．

これに伴い，上り勾配であることも相まって，2.1kp以降

で ID19 の車頭距離が増加している．このような速度低

下や車頭距離の増加といった擾乱によって交通流率の低

下に至ったと理解できる． 
 

 
図 4 パターン 10A(上)と 50A(下)の速度コンター図 

 
一方，ID19 の 2 台後方を走行する ID21（ACC 車両）

は，車頭距離を一定に維持したまま追従しているのが確

認できる．これは，ACC が道路線形の影響を受けず（効

果①），かつ前方車両の加減速に対して遅れることなく緩

やかに反応して追従すること（効果②）に起因すると考

えられる． 
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そこで，パターン50Aの速度コンター図を参照すると，

前述の速度低下や車頭距離の増加はほとんど見られない．

ACC 車両の混在比率の上昇に伴い，前述の効果①，②の

発生頻度が高まったことが要因と考えられる．さらに，

ACC 車両の後方を走行する MD 車両も，車頭距離を維

持したまま追従していることが確認でき（効果③），交通

流全体の整流化につながっている．以上のメカニズムに

よって，交通流率が低下しやすいサグ部を有する中央道

区間において，ACC 車両の混在比率が 50%のとき，交通

流率が改善したと考えられる． 
 
3.2 山陽道区間 
次に，山陽道区間とその前後における交通流率の推移

図を図 5に示す．パターン 0Aでは，区間始端から交通

流率が大きく低下しており，6.5kp で最低値となっている

ことが確認できる．一方，パターン 50Aと 50B の交通流

率は，4.5kp ではパターン 0A と同程度だが，その後 5.0
～7.0kpでは0Aと異なり，比較的高い値で推移している． 
そこで，パターン 0A と 50B の速度コンター図を確認

すると（図 6），0Aでは車頭距離が大きい場面が多数確

認できる．例えば，パターン 0A の ID5（MD 車両）は，

6.0～6.3kp にかけて 100km/h 以上で走行している一方，

後続の ID7は 100km/h未満で走行しており，この間の車

頭距離が大きいことが確認できる．ここで，山陽道区間

は最大 2.82%の上り勾配を有するものの（図 2），緩やか

な平面曲線のため設計速度は 120km/hであり，高速で走

行しやすい区間である．ドライバーが各自の希望速度で

走行した結果，車頭距離が増加する場面が多数生じ，交

通流率が低下したと理解できる． 
 

 
図 5 山陽道区間における交通流率の推移 

 
一方，パターン 50B では 80～90km/h で走行する車両

が多数を占めており，全体的に速度が低いことが確認で

きる．ACC 車両は道路線形の影響を受けない（効果①）

ということは，オーバーライドしない限り設定した目標

速度を超える速度で走行しないことを意味する．「ACC
だと操作が楽になるので，オーバーライドして加速しよ

うとは思わない」という休憩時の被験者の発話も考慮す

ると，ACC 車両で走行する被験者の多くがACC に速度

制御を委ね，さらに，MD車両で走行する被験者がACC
車両に追従した結果，速度が低くなったと理解できる．

しかし，同時に ACC の効果②によって交通流が密にな

ったことで，交通流率は高い値を維持したと考えられる． 
このように，高速で走行しやすい道路線形の場合，

ACC 車両の混在比率が高くなると，ACC 車両の速度制

御によって，混在比率が低いときに比べて速度が相対的

に低くなる一方，速度が低下しても車間距離制御により

交通流率の低下には至らないことが確認された． 
 

 
図 6 パターン 0A(上)と 50B(下)の速度コンター図 

 
3.3 高松道区間 
 最後に，高松道区間とその前後における交通流率の推

移図を図 7に示す．曲線区間進入直後の 9.0～9.5kp にお

いて，パターン 10B と 50B で交通流率が低下しており，

特に 10B で顕著に低下していることが確認できる． 
そこで，パターン 10B と 50B の速度コンター図を確認

する（図 8）．10B では，多くの車両が曲線区間進入に伴

い減速し，9.2kp付近で 50～60km/hまで減速しているこ

とが読み取れる．中でも ID26 は，前方車両の速度回復

後，車頭距離が増加し，緩和曲線区間を過ぎても車頭距

離が大きいままである．同様の状況は ID11，32（ともに

MD 車両）にも認められる．このようにして，車頭距離

が増加した場面が多数生じた結果，交通流率が低下した

と理解できる． 
一方，ID30（ACC 車両）は，車頭距離を一定に維持し 
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図 7 高松道区間における交通流率の推移 

 

 
図 8 パターン 10B(上)と 50B(下)の速度コンター図 

 
たまま前方車両に追従しており，上述の ID26 などで確

認された車頭距離の増加は見られない．これは，3.1 節

で指摘したACCの効果①，②によるものと考えられる． 
その結果，ACC 車両の混在比率が 50%の 50B では，

車頭距離増加の要因となるMD車両の割合が低下するこ

とで，10B ほど交通流率が低下しなかったと考えられる．

以上のことから，急カーブを有する高松道区間において，

ACC 車両の混在比率が高くなると，ACC の車間距離制

御による交通流率の改善が確認できた． 
 

４． 混在交通の安全性評価 
本章では，コンフリクト指標の 1つであるPICUDと，

ドライバーの反応遅れ時間を求めることで，ACC 車両に

よる交通流への影響を安全性の観点から把握する． 
 
4.1 コンフリクト指標を用いた安全性評価 

コンフリクト指標の1つであるPICUD16)を各車両に対

して算出する．PICUD は式(1)で定義され，前方車両が急

減速した場合に，後続車両が反応遅れを伴い急減速して，

両者が停車したときの相対的な位置を表している．

PICUDが負値の場合は，前方車両の急減速に対して，後

続車両が急減速しても衝突を回避できない可能性を示す．

ここで，反応遅れ時間と減速時の加速度は，既往研究 16)

にならい，T = 1秒，a = 3.3m/s2とした． 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 =
𝑉12

−2𝑎 + 𝑠0 − �𝑉2𝑇 +
𝑉22

−2𝑎� (1) 

ここに，𝑉1, 𝑉2,  𝑠0：前方車両の減速開始時における

前方車両の速度 [km/h]，後続車両の速度 [km/h]，車間距

離 [m]，𝑇：反応遅れ時間 [s]，𝑎：減速時の加速度 [m/s2]． 
各車両の PICUD を 20m おきに求め，各地点において

PICUD が負値となった車両の全車両に対する割合を負

値PICUD 検出率として算出する（図 9）．すなわち，あ

る地点で負値 PICUD 検出率が高いことは，その地点に

おける潜在的な追突事故リスクが高いことを表している． 
 

 
図 9 負値PICUD検出率 

 
図 9 から，中央道区間では，全体的に混在比率が 0%

のときに負値 PICUD 検出率が高く，混在比率の上昇に

応じて検出率が低下していることが読み取れる．そこで，

2.0kp（サグ底部）付近を対象に，特徴的な挙動が確認さ

れた車両に着目し，上記結果が得られた要因を考察する． 
図 10 に，パターン 0A，50A における，ID16 とその

前方車両の速度と PICUD の推移図，Time-Space 図を示

す．0A では，前方車両の減速に対して 5，6 秒近い反応

遅れを伴い，ID16（MD 車両）が減速していることが読

み取れる．これにより，ID16と前方車両の車頭距離が低

下した結果，PICUD も急激に低下して負値になったと理

解できる．このようにMD車両の場合，前方車両の減速

に対する反応遅れにより，追突事故リスクが高い状態に

なりやすいと考えられる．一方，パターン 50Aでは，ID16
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（ACC 車両）は前方車両の減速に対してほとんど遅れる

ことなく減速を始めている．その結果，車頭距離の低下

は生じず，PICUD も正値を維持している．このようにし

て，ACC 車両の混在比率増加により追突事故リスクが低

下したと考えられる． 
また，山陽道区間では，5.9kp付近において，パターン

10B で負値PICUD検出率が高いものの，区間全体では低

いことが確認できる．これは，中央道区間や高松道区間

とは異なり，減速などの大きな速度変化が生じていない

ためと考えられる． 
そして，高松道区間では，中央道区間と同様に，パタ

ーン0Aで負値PICUD検出率が高く，パターン10A，50A，
50B は 0A よりも検出率が低いことが確認できる．しか

し，パターン 10B では，9.0kp付近において 0Aよりも検

出率が高く，中央道区間の結果とは整合しない．ここで，

図 8 から，10B では 9.0kp 前後で速度が急激に 50～
60km/hまで低下していることが読み取れる．負値PICUD
検出率が高い地点と速度低下が生じた地点がほぼ一致し

ていることから，ACC が導入されても，交通流に擾乱が

発生すると事故リスクは高まることが示唆される．換言

すれば，ACC 車両の混在比率が向上すれば交通流の整流

化が期待できるため（3.1項），追突事故リスク増加の契

機となる擾乱の発生を抑制することが期待される． 
 

 
図 10 中央道区間での車両挙動とPICUD 

(ID16とその前方車両) 
 
4.2 反応遅れ時間とACC車両混在の関連性 
 図 10 より，ドライバーの反応遅れが追突事故リスク

増加の要因であることが確認できた．そこで，反応遅れ

に ACC が影響しているのか，それとも運転特性などの

他の因子の影響が卓越しているのかを検討する．はじめ

に，追従挙動モデルを導入し，MD 車両で走行する各被

験者に対して，反応遅れ時間を推定する．本稿では，式

(2)で定義されるGazis et al.17)のモデルを適用する． 

𝑎𝑛+1(𝑡 + 𝑇) = 𝛼
{𝑣𝑛+1(𝑡)}𝑚

{𝑥𝑛(𝑡) − 𝑥𝑛+1(𝑡)}𝑙 {𝑣𝑛(𝑡) − 𝑣𝑛+1(𝑡) } (2) 

ここに，𝑎𝑛(𝑡), 𝑣𝑛(𝑡), 𝑥𝑛(𝑡)：時刻𝑡 における車両𝑛 の
加速度 [m/s2]，速度 [km/h]，走行位置 [m]，𝑇：反応遅

れ時間 [s]，𝑛, 𝑛+1：前方車両，追従車両，𝛼,𝑚, 𝑙：モデ

ルパラメータ． 
既往研究 18)と同様に 𝑚 = 𝑙 = 0として，各変数の時系

列変動の相互相関分析により，ドライバーの反応遅れ時

間（制御のむだ時間）を推定する．具体には，式(2)に対

して，反応遅れ時間 T [s]を+5 秒まで 0.1 秒ずつずらし，

追従車両の加速度と相対速度間の相互相関係数が最大と

なる T の値を，その車両の反応遅れ時間T [s]として算出

する．これにより，分析対象区間別・混在比率パターン

別に，被験者ひとりひとりの反応遅れ時間が求まる． 
ただし，以下の条件を満たすサンプルは，追従挙動モ

デルへの適用が不適当と考えられるため，分析対象から

除外する． 
 前方車両との車間距離が120mを超えることがある

（一般に車群の定義は車頭時間が 3 秒以内である

が 19)，本稿ではACC の前方車両の監視距離を 120m
としていること（2.3(1)項）を踏まえ，車間距離 120m
を閾値とする）． 

 分析対象区間内で，前方車両が車線変更をする，ま

たは前方に車線変更をしてくる車両が存在する． 
 反応遅れ時間が 5秒以上または相関係数が 0.5未満． 
得られた反応遅れ時間について，分析対象区間別に，

混在比率（0/ 10/ 50%），前方車両（ACC/ MD 車両），被

験者の運転頻度（低/ 高）を因子とする多元配置分散分

析を行う．ここで，運転頻度は表 3において自動車運転

頻度が月 1回未満，かつ高速道路利用頻度が年 1回未満

の被験者を「運転頻度低」と，それ以外を「運転頻度高」

と分類した． 
分析の結果，中央道区間および山陽道区間において，

運転頻度のみ 5%有意水準で主効果が認められたため，

運転頻度別に反応遅れ時間を比較する．表 6から，中央

道区間，山陽道区間ともに，運転頻度低のグループの方

が反応遅れ時間が有意に長いことが分かる．前節より，

反応遅れが追突事故リスク増加の要因であること，また，

ACC によって追突事故リスクの低下が期待できること

が確認されている．したがって，ACC による安全性向上

は，特に運転頻度の低いドライバーに有効と言えよう． 
 
表 6 運転頻度別の反応遅れ時間の平均値 (*: p<.05) 
運転頻度 中央道区間 山陽道区間 高松道区間 

低 2.79秒 3.07秒 2.45秒 

高 2.35秒 2.34秒 2.06秒 

 
一方，それ以外の因子の主効果および因子間の交互作

用は有意には確認できず，反応遅れ時間から評価した場

合は，前方車両の種類や，ACC 車両の混在比率はドライ
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バーの反応遅れに影響しないことが示唆される．このこ

とは，ACC 車両が周辺ドライバーに与える影響が大きく

はないことを，安全性の観点から示唆するものである． 
 
５． おわりに 
 自動車の自動運転技術の社会実装が推進される一方，

自動運転技術を搭載した車両が交通流や周辺ドライバー

に与える影響はほとんど議論されていない．本稿では

ACC に着目し，ACC 車両の混在比率が異なる交通流を

DS で作成し，ACC による交通流への影響を安全性・円

滑性の観点から把握することを試みた．以下に本稿での

成果を記す． 
 サグや急カーブを有する区間では，ACC 車両の混

在比率が 0，10%のときに交通流率の低下が確認さ

れた一方，50%ときはそれが改善される． 
 道路線形が緩やかな区間では，混在比率が 50%のと

きは速度が相対的に低くなるものの，ACC の車間

距離調整によって交通流率の低下には至らない． 
 これらの変化は，道路線形の影響を受けず，かつ前

方車両の加減速に緩やかに反応する ACC 車両と，

そのACC 車両に追従する車両の増加に起因する． 
 追突事故リスクは ACC 車両の混在比率上昇に伴い

低下する．ただし，速度低下などの擾乱が発生した

場合，追突事故リスクの増大に留意する必要がある． 
 追従走行時の反応遅れ時間は，ACC 車両の混在比

率よりもドライバーの運転頻度に依存する． 
以上の知見から，ACC の普及によって道路交通の安全

性・円滑性の向上が期待される．ただし，本稿では交通

流の挙動に着目しており，ドライバーの心理・生理状態

までは検討できていないため，ACC 車両の混在がドライ

バーの心理・生理状態に与える影響を検討することが今

後の課題として求められる．このような課題を残すもの

の，本稿は自動運転技術の社会実装が進む道路交通を管

理するうえで有用となる一定の成果を上げたと言えよう． 
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